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１．背 景

統合イノベーション戦略
（H30.6 閣議決定）

様々な分野のデータが垣根を越えてつなが
るデータ連携基盤を整備し、組織や分野を
越えたデータの利活用等を通じて新たな価
値の創出を目指すべき将来像として提示

Society5.0実現による日本再興
～未来社会創造に向けた行動計画～

（H29.2.14）
一般社団法人 日本経済団体連合会

国土全体に広がる3次元のデータベース

「バーチャル・ジャパン」を官民で協力して
構築することを提示
（具体的には、地形や地質などの地理空間情報を結合した静的ﾃﾞｰﾀと災害、環境、
気象、交通、都市、ｴﾈﾙｷﾞｰ、水などの動的ﾃﾞｰﾀを連携させたﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを構築）

国土交通省デジタル・ガバメント中長期計画
（H30.6 国土交通省IT政策推進本部決定）

行政保有のデータのオープンデータ化、
APIの整備、標準化・共通化の推進等、
データの活用の促進等の方向性を提示

社整審・交政審 技術部会
国土交通技術行政の基本政策懇談会

中間とりまとめ（H30.11）

データ駆動型の行政の推進（データに基づく

政策立案・実施、民間のイノベーションを促進）と、
そのためのﾃﾞｰﾀ連携基盤の構築について
提言
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（２）目指す姿 （国土交通データプラットフォームの機能）

２．目的・目指す姿

○３次元データ視覚化機能

国土地理院の３次元地形データをベースに、
３次元地図上に点群データ等の構造物の３次
元データや地盤の情報を表示する。

○データハブ機能

国土交通分野の多種多様な産学官のデータ
をAPIで連携し、同一インターフェースで横断
的に検索、ダウンロード可能にする。

○情報発信機能

国土交通データプラットフォームのデータを
活用してシミュレーション等を行った事例を
ケーススタディとして登録・閲覧可能にする。

（データハブ）

吸い上げ
統合・変換

提供

国土に
関する
データ 自然現象に

関するデータ

経済活動に
関するデータ
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（１）目的

国土交通省が多く保有するデータと民間等のデータを連携し、フィジカル（現実）空間の事象を
サイバー空間に再現するデジタルツインにより、業務の効率化やスマートシティ等の国土交通省
の施策の高度化、産学官連携によるイノベーションの創出を目指す。

イメージ：ゼンリン３Ｄ地図データ

（３次元データ視覚化） →シミュレーション
↓

ケーススタディ
の情報発信



【機密性２】
３．データプラットフォームの利活用イメージ①
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都市の３次元データに、道路交通・公共交通・人流
等のデータを組み合わせることで、MaaS等の新た
なモビリティサービスの導入効果や、多様な交通
モード間の交通結節点計画、走行空間の再配分な
どスマートシティの実現が可能になる。

【スマートシティの実現】

国土に関するデータ（標高データや都市構造物デー
タ）に、経済活動に関するデータ（ものの動き（物流）
と商品情報（商流）に関するデータ）を組み合わせる
ことで、例えば、ドローンによる荷物配送の検討など
物流の効率化が可能になる。

【物流の効率化】

（出典）総合政策局資料より

建築物やインフラ、観光施設等の精緻な３次元データ
に、関連する歴史やイベント情報などを付与することで、
リアリティのあるＶＲ（仮想現実）やＡＲ（拡張現実）体験
が可能となり、訪問意欲を喚起し、交流人口の拡大に
寄与できる。

【観光振興】

（出典）観光庁資料より

（出典）都市局資料より



【機密性２】
３．データプラットフォームの利活用イメージ②

発災時にリアルタイムに変化するインフラの被災状況
と公共交通関連データ、地方公共団体が保有する避
難所等の情報を連携することで、安全な避難誘導や速
やかな復旧計画策定が可能となり、暮らしの安全性向
上に寄与できる。

ＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流通ネットワーク）とも連
携し、災害発生時には、インフラの被害状況や通行
止め情報などのデータを収集し、共有するとともに、
蓄積した施設情報から迅速な復旧が可能になる。

（出典）内閣府資料より

【防災関連】

（出典）国土地理院資料より
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４．データの現状整理
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国土交通省が保有するデータ（システム） 連携を目指すデータ（システム）

国
土
に

関
す
る
デ
ー
タ

①電子成果品（電子納品・保管管理システム）

②維持管理情報（社会資本情報プラットフォーム）

③国土地盤情報

④基盤地図情報

⑤国土数値情報

⑥道路基盤地図情報

⑦海洋状況表示システム（※）
※経済活動及び自然現象に関するデータにも該当する。

①自治体の電子成果品

②自治体の維持管理情報

③民間建築物データ

④地下埋設物データ

⑤Ｇ空間情報センター

⑥衛星データ（Tellus）

経
済
活
動
に

関
す
る
デ
ー
タ

①道路交通データ（ETC2.0データ等）

②全国幹線旅客純流動調査データ

③訪日外国人流動データ

④外国人観光に関するデータ

①公共交通に関するデータ

②物流・商流に関するデータ

③港湾関連データ（連携基盤）

④民間企業等の保有する人流データ

⑤民間企業等の保有する観光に関するデータ

⑥RESAS（地域経済分析システム）

自
然
現
象
に

関
す
る
デ
ー
タ

①気象データ

②水文水質データ

①DIAS（データ統合・解析システム）

②SIP4D（基盤的防災情報流通ネットワーク）



国土に
関するデータ

経済活動に
関するデータ

自然現象に
関するデータ

分野間の
データ連携

分野内の
データ連携

個々の
データベース

５．データプラットフォームの整備方針
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（１）データ連携の考え方と取り組む事項

国土交通データプラットフォーム

インフラデータ
プラットフォーム

電
子
成
果
品

維
持
管
理
情
報

国
土
地
盤
情
報

基
盤
地
図
情
報

港湾関連
データ

港
湾
情
報

貿
易
手
続
き
情
報

気象データ

観
測
デ
ー
タ

予
測
デ
ー
タ

駅
の
位
置
情
報

運
行
情
報

公共交通
データ ・・・

・・・ ・・・ ・・・

・・・

・・・



５．データプラットフォームの整備方針
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（１）－１ 個々のデータベースで取り組む事項

①データの分類
レベル０：事前登録不要で誰もがアクセスできるデータ（フルオープンデータ）
レベル１：事前登録した者であれば誰もがアクセスできるデータ（無償）
レベル２：事前登録した者であれば誰もがアクセスできるデータ（有償）
レベル３：省内関係者、受注者、有識者等を対象とし、権限付与された者が

アクセスできるデータ（限定公開データ）

②アクセス権限の考え方
アクセス権限の与え方は、ID、パスワードを付与する方法を基本とする

③データ公開対象の整理
「オープンデータ基本指針」等に従い、データ公開レベルの整理を行う

（参考）「オープンデータ基本指針」（ H29.5.30 IT総合戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定）
３．オープンデータに関する基本的ルール

（１）公開するデータの範囲・・・各府省庁が保有するデータは、原則オープンデータとして公開。公開することが適当でない公共データは、公開でき
ない理由を原則公開するとともに、限定的な関係者間での共有を図る「限定公開」といった手法も積極的に活用。

（２）公開データの二次利用に関するルール・・・ 原則、政府標準利用規約を適用。
（３）公開環境・・・特にニーズが高いと想定されるデータは、一括ダウンロードを可能とする仕組みの導入や、APIを通じた提供を推進。
（４）公開データの形式等・・・機械判読に適した構造及びデータ形式で掲載することを原則。法人情報を含むデータは、法人番号を併記。
（５）公開済みデータの更新・・・可能な限り迅速に公開するとともに適時適切な更新。



５．データプラットフォームの整備方針
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④セキュリティ機能の確保
・ 情報利活用と情報セキュリティのバランス

を図りつつ、情報セキュリティ対策を実施

・ 特に限定公開データに関しては、ＩＤ、

パスワードによるアクセス権限の付与を
基本に必要に応じてワンタイムパスワード、
IDカードによる認証等との組み合わせを
検討

⑤各データベースの充実・拡充
○位置情報（地図表示・検索に必要となる

情報）の付与

○機械判読可能なデータ形式によるデータ
の蓄積

○データカタログ（キーワード検索に必要と
なるメタデータ）の整備

（参考）ワンタイムパスワード
・ 認証を行うための使い捨てのパスワード
・ 一定の時間ごとに自動的に変更される

出典：ボクシルマガジン（2017-07-05）

データカタログの例・・・工事完成図書の電子納品（一部）

発注年度 2010

工事番号 201011110123 

工事名称 国道○号○○舗装修繕工事

工事実績ｼｽﾃﾑ登録番号 12345678K

工事分類 道路

工事業種 土木一式工事

工種－工法型式

工種 歩行者系舗装工事

工法型式 歩行者系舗装工

住所情報

住所コード 8220

住所 茨城県つくば市○○3丁目○○番地

工事開始日 2010-11-01

工事終了日 2011-03-26

工事内容
掘削工8500m3、土留め工2800m2、埋戻し工9500m3、
路面覆工300m2

場所情報 （測地系、水系-路線情報、座標情報）

（１）－１ 個々のデータベースで取り組む事項（つづき）



【2022年度末】【2020年度末】
３次元地図表示

５．データプラットフォームの整備方針
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2020年度まで → 2022年度まで

（１）－２ 分野内
のデータ連携

（１）－３ 分野間
のデータ連携

○分野内のデータ連携基盤の構築
分野ごとにデータの横断的検索や取得を支援する
機能を有したインターフェースの整備

○インフラデータプラットフォームの整備
国土地理院の３次元地形データを活用し、３次元
地図上で構造物や地盤の情報を検索・表示・ダウ
ンロード可能とする

→

○分野間データ連携基盤の構築
国土交通分野のデータについて、同一インターフェース
で検索可能とし、同一の３次元地図上で表示、ダウン
ロード可能とする

（２） 民間等の
データ保有機関
との連携

（国土交通省が保有・連携しているデータから
提供を開始）

→

○民間保有データとの連携
・国主導によるプラットフォームの整備、各事業者（占用事
業者等）が保有するデータを共有するための協議会設置

・データの相互利用の提携を締結
・オープンデータチャレンジ等の実施

○自治体とのデータ連携
・データ項目を標準化し、各自治体における成果品納品
時の要件を設定

・データ連携・活用によるメリットの提示
・他省庁と連携した整備コスト面の支援

（データハブ）

吸い上げ
統合・変換 提供

国土に
関するデータ 自然現象に

関するデータ

経済活動に
関するデータ

国土に
関するデータ

自然現象に
関するデータ

経済活動に
関するデータ

イメージ：ゼンリン３Ｄ地図データ

分野ごとのデータ連携基盤の構築

構造物
データ

地 盤
データ



（ジオコーディングの例）

・位置参照情報ダウンロードサービス （GISホームページ）

５．データプラットフォームの整備方針
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（３）データの品質確保

①共通語彙基盤の整備
・ 各分野内の共通語彙基盤の整備を行う

・ 分野横断的なコア語彙は、（独法）情報処理
推進機構の共通語彙基盤に合わせる

②位置情報の品質確保
・ 位置情報の変換・統一化を可能とするため、

測地系・座標系（日本測地系、世界測地系、
平面直角座標系）をデータカタログに明記

・ 位置情報がないものについては、ジオコー
ディングにより位置情報を付与

③データの品質の明示
・ データカタログ等にデータの品質を明記し、

データプラットフォーム上で利用者が確認で
きるように努める

（共通語彙について）

誰もが「どの語も、
同じものを指す」と
理解したうえで、異
なる「用語」を代表
する「共通用語」が
あれば、意味が通
じる。

「ＩＴ標準化支援プログラム」勉強会 共通語彙篇（（一社）環境共創イニシアチブ）を元に作成

自転車

じてんしゃ

チャリ

けった

だるま車



６．国土交通データプラットフォームの利活用促進方策

12

• 国土交通データプラットフォームを運営するにあたっては、データプラットフォームにおいて活
用できるデータを充実するとともに、効率的な利用につながるような改善や、民間の開発を促
す仕組みを構築し、データプラットフォームの利用を促進していくことが求められる。

• そのため、データの利用者やデータ保有者とのコミュニティを育成し、データ利用を活性化する
ための運動や、3次元データを取り扱うための研修等を行っていくことが重要。

• 学会や民間企業等と連携し、データチャレンジなどのイベントを継続して活用することにより、
民間等のデータ活用のニーズを把握し、さらなるオープンデータの拡大につなげていく。

（例）土木学会インフラデータチャレンジ

土木学会では、「土木学会 インフラデータチャレンジ」と
題したチャレンジを、2018年5月から開催。本チャレンジで
は、データ・ICTを賢く活用して、インフラ管理者や利用者
が抱える課題を解決するアプリやアイデアを募集。

インフラ管理者ほか関係者の協力により、インフラの設
計・施工・運営・維持管理等に関するデータや、インフラに
関連する諸データを、コンテストの参加者に提供。



７．ロードマップ
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

○データ公開対象の整理
○セキュリティ機能の確保
○各データベースの充実・拡充

・位置情報の付与
・機械判読可能なデータ形式によるデータの蓄積
・データカタログ（メタデータ）の整備

○共通語彙基盤の整備

○位置情報の品質確保
・測地系・座標系をデータカタログ（メタデータ）に明記
・ジオコーディングにより位置情報を付与

○インフラデータプラットフォームの整備

・構造物データや地盤データ
を２次元地図上に表示

・３次元地図上での表示・検
索・ダウンロード可能にする

○分野内のデータ連携基盤の構築
・分野内のデータの横断的検索や取得を支援する機能を

有したインターフェースの整備

○分野間のデータ連携基盤の整備

・国土交通分野のデータについて、同一インターフェース
で検索可能とし、同一の３次元地図上で表示、ダウン
ロード可能とする

○データ保有機関との連携
・民間保有データとの連携促進
・自治体保有データとの連携促進


